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経済協力開発機構（Organisation for Economic Co－operation and Development， OECD）
であった。OECD は、1980 年 9 月 23 日、「プライバシー保護と個人データの国際流通につ
いてのガイドラインに関する理事会勧告」（以下「OECD プライバシー・ガイドライン」と
いう。）を採択した。 




















ライバシーに注目するようになったのは 1950 年台半ばに入ってからであり、1964 年 9 月
28 日の『宴のあと』事件判決5等で議論は盛り上がりを見せた。1990 年代前半では、自己
情報コントロール権を承認する判決も登場した。 
コンピュータ化との関連では、1959 年 3 月から、日本の電子計算機の利用が拡大し、1970
年の事務処理用統一個人コードによって、個人情報保護の必要性の認識が高まっていった。
こうした事態を受け、日本政府は行政機関などにおける電子計算機利用に伴う個人情報保
                                                   
4 堀部政男.『プライバシーと高度情報化社会』（岩波新書、1988 年）.65－66 頁 
5 東京地判昭和 39 年 9 月 28 日下民集第 15 巻第 9 号 2317 頁。評釈は、伊藤正己「『宴の







った。こうして、2001 年 3 月 27 日、「個人情報の保護に関する法律」(以下「個人情報保護
法」という。)を含む個人情報保護法関連五法案が国会に提出された。この法案は、報道の
自由を侵害するなどの理由から反対運動が展開され、一旦廃案となったが、2003 年 3 月 7
日に、修正法案が閣議決定され、国会に提出された。そして、2003 年 5 月 23 日、個人情
報保護関連五法が成立した。「個人情報の保護に関する法律」は、5 月 30 日に公布・一部施
























の 3 点である。 
 1 点目は参考点が多いことである。欧米は古くから個人情報保護に関する法律を制定して
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このような状況の中、内閣は、1999 年 7 月 14 日、高度情報通信社会推進本部長（小渕
恵三内閣総理大臣（当時））決定に基づき、個人情報保護検討部会を開催することとした。 
検討部会は、1999 年 7 月 23 日から 2000 年 10 月 10 日まで、12 回にわたって開催され、
第 9 回(1999 年 11 月 19 日)では中間報告をとりまとめた。同年 12 月 3 日には、高度情報
通信社会推進本部が「我が国における個人情報保護システムの確立について」を決定した。
その後の検討は、個人情報保護法制化専門委員会に委ねられた。専門委員会は、2000 年 10
月 11 日には、「個人情報基本法制に関する大綱」を取りまとめ、同年 10 月 13 日、情報通
信技術(IT)戦略本部は、「個人情報保護に関する基本法制の整備について」を決定した。 
日本政府は、2001 年 3 月 27 日、「個人情報の保護に関する法律案」を閣議決定し、国会
に提出した。「行政機関等の保有する個人情報の保護に関する法律案」を含む 4つの法案は、
2002 年 3 月 15 日に提出された。これらあわせて 5 つ法案は、一度廃案となったが、2003
年 3 月 7 日に、修正法案が閣議決定され、国会に提出された。その後、個人情報関係 5 法
案は、同年 5 月 6 日付衆議院本会議、また、同年 5 月 23 日付参議院本会議でそれぞれ可決
され、法律として成立した。個人情報保護法は 2005 年 4 月 1 日、全面施行された9。 
 
2.3 個人情報保護法の概要10 








日本の「個人情報の保護に関する法律」は、全 6 章、59 条にて構成される。  
 
第 1 章 総則（第 1 条―第 3 条）  
第 2 章 国及び地方公共団体の責務等（第 4 条―第 6 条）  
第 3 章 個人情報の保護に関する施策等  
 第 1 節 個人情報の保護に関する基本方針（第 7 条）  
 第 2 節 国の施策（第 8 条―第 10 条）  
 第 3 節 地方公共団体の施策（第 11 条―第 13 条）  
 第 4 節 国及び地方公共団体の協力（第 14 条）  
第 4 章 個人情報取扱事業者の義務等  
 第 1 節 個人情報取扱事業者の義務（第 15 条―第 36 条）  
 第 2 節 民間団体による個人情報の保護の推進（第 37 条―第 49 条）  
第 5 章 雑則（第 50 条―第 55 条）  
第 6 章 罰則（第 56 条―第 59 条）  
附則 
 
2.3.1 第 1 章 総則（第 1 条―第 3 条） 
2.3.1.1 目的 














                                                                                                                                                     
園部逸夫編、藤原静雄・個人情報保護法制研究会著『個人情報保護法の解説 改訂版』（ぎ
ょうせい、2005 年）岡村久道『個人情報保護法』（商事法務、新訂版、2009 年） 














一  国の機関 
二  地方公共団体 
三  独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律 （平成十五年法律第五
十九号）第二条第一項 に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。） 



















































































2.3.2 国及び地方公共団体の責務、個人情報の保護に関する施策等(第 2 章・第 3 章) 
 個人情報保護法の第 1 章から第 3 章までは、個人情報取扱事業者に対する義務規定(「一
般法」といわれる。)とは異なり、国や地方公共団体の責務、個人情報の保護に関する施策
等を定める「基本法」といわれている。 




















 「保護のための格別の措置」としては、本人からの取得を原則とすること、第 2 条 3 項
五号に基づく政令で定める個人情報の量以下のものを扱うものも規制すること、第三者提
供の制限の例外（第 23 条 1 項）を厳格化すること等がある。 
 
「第 7 条  政府は、個人情報の保護に関する施策の総合的かつ一体的な推進を図るため、個人情報の保護
に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 
2  基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
一  個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向 
二  国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項 
三  地方公共団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 
四  独立行政法人等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 
五  地方独立行政法人が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 
六  個人情報取扱事業者及び第四十条第一項に規定する認定個人情報保護団体が講ずべき個人情報の保
護のための措置に関する基本的な事項 
七  個人情報の取扱いに関する苦情の円滑な処理に関する事項 





5  前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。」 
  








































「第 10 条  国は、地方公共団体との適切な役割分担を通じ、次章に規定する個人情報取扱事業者による
個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を講ずるものとする。」 











「第 12 条  地方公共団体は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、その区域内の事業者及び住民に
対する支援に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。」 
「第 13 条  地方公共団体は、個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情が適切かつ迅速
に処理されるようにするため、苦情の処理のあっせんその他必要な措置を講ずるよう努めなければならな
い。」 
「第 14 条  国及び地方公共団体は、個人情報の保護に関する施策を講ずるにつき、相協力するものとす
る。」 



































3  前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 














ない。2 項及び 3 項は例外規定である。 
 






































その他、第 31 条は、個人情報取扱事業者による苦情処理の努力義務を定めている。 
 
2.3.3.2 「個人データ」を適用対象とする規定 






































                                                   
11 経済産業省.「個人情報の保護に関する法律についての経済産業分野を対象とするガイド





 「個人データの安全管理が図られるよう」とは、第 20 条の規定に基づく安全管理措置を
従業者が遵守するようにすることを意味する。 
 
「第 22 条  個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その取扱い
を委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ適切な監督を行わ
なければならない。」 
 第 21 条及び第 22 条は、個人情報の漏えい等が従業者や委託先から生じることが多い点





「第 23 条  個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個
人データを第三者に提供してはならない。 












一  第三者への提供を利用目的とすること。 
二  第三者に提供される個人データの項目 
三  第三者への提供の手段又は方法 






























































「第 24 条  個人情報取扱事業者は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、本人の知り得る
状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなければならない。 
一  当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称 
二  すべての保有個人データの利用目的（第 18 条第 4 項第一号から第三号までに該当する場合を除く。） 
三  次項、次条第 1 項、第 26 条第 1 項又は第 27 条第 1 項若しくは第 2 項の規定による求めに応じる手






一  前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場合 
二  第十八条第四項第一号から第三号までに該当する場合 
３  個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を通知しない旨の
決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。」 













一  本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 
二  当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 












示等の規定が入れられている第 4 章 1 節が「個人情報取扱事業者の義務」という表題とな









                                                   
12 岡村・前掲『個人情報保護法』238 頁以下 
2009 年バージョンを参照して下さい。 
13 宇賀・前掲『個人情報保護法の逐条解説』135－136 頁 









療社団法人に対し、個人情報保護法第 25 条 1 項に基づき、自己の診療録の開示を求めると
ともに、被告が診療録の開示拒否を原告らに遅滞なく通知する義務を怠ったことにより精
神的苦痛を被ったとして、慰謝料各 10 万円の支払いを求めたという事件で争われた。東京






















                                                   
15 園部・前掲『個人情報保護法の解説 改訂版』（ぎょうせい、2005 年）167－168 頁 
16 鈴木・前掲『個人情報保護法とコンプライアンス・プログラム』233 頁 
17 夏井高人「個人情報保護法第 50 条（適用除外）に関する要件事実的検討」判夕第 1131
号（2003 年）68 頁 































 第 29 条、第 30 条では、それぞれ開示等の求めに応じる手続、手数料を規定している。 
 
2.3.3.4 主務大臣の監督 
「第 32 条  主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業者に対し、個人
情報の取扱いに関し報告をさせることができる。」 
「第 33 条  主務大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業者に対し、個人
情報の取扱いに関し必要な助言をすることができる。」 
                                                   
19 宇賀克也『個人情報保護法の逐条解説』（有斐閣、第 3 版、2012 年）147 頁 
23 
 
「第 34 条  主務大臣は、個人情報取扱事業者が第 16 条から第 18 条まで、第 20 条から第 27 条まで又は






３  主務大臣は、前 2 項の規定にかかわらず、個人情報取扱事業者が第 16 条、第 17 条、第 20 条から第
22 二条まで又は第 23 条第 1 項の規定に違反した場合において個人の重大な権利利益を害する事実がある
ため緊急に措置をとる必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者に対し、当該違反行為の中止
その他違反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。」 









「第 35 条  主務大臣は、前 3 条の規定により個人情報取扱事業者に対し報告の徴収、助言、勧告又は命
令を行うに当たっては、表現の自由、学問の自由、信教の自由及び政治活動の自由を妨げてはならない。 
２  前項の規定の趣旨に照らし、主務大臣は、個人情報取扱事業者が第 50 条第 1 項各号に掲げる者（そ
れぞれ当該各号に定める目的で個人情報を取り扱う場合に限る。）に対して個人情報を提供する行為につい
ては、その権限を行使しないものとする。」 






第 37 条から第 49 条は、「第 2 節 民間団体による個人情報の保護の推進」と題し、認定
個人情報保護団体について定めている。 
 
2.3.4 雑則(第 5 章) 
24 
 
「第 50 条  個人情報取扱事業者のうち次の各号に掲げる者については、その個人情報を取り扱う目的の
全部又は一部がそれぞれ当該各号に規定する目的であるときは、前章の規定は、適用しない。 
一  放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関（報道を業として行う個人を含む。） 報道の用に供す
る目的 
二  著述を業として行う者 著述の用に供する目的 
三  大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者 学術研究の用に供す
る目的 
四  宗教団体 宗教活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的 




















 第 51 条から第 55 条は、地方公共団体が処理する事務、権限又は事務の委任、施行の状
況の公表、連絡及び協力、政令への委任を規定している。 
 
2.3.5 罰則(第 6 章) 
「第 56 条  第 34 条第 2 項又は第 3 項の規定による命令に違反した者は、六月以下の懲役又は三十万円
以下の罰金に処する。」 











「第 59 条  次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に処する。 
一  第 40 条第 1 項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 















                                                   




































                                                   
21 岡村久道.「個人情報保護法の正しい理解のススメ（前編）過剰反応や過小反応すること












全面施行から約 3 年後の 2008 年 3 月、内閣府の「個人情報保護に関するいわゆる『過剰
反応』への対応に係る調査報告書（平成 19 年度）」では、以下のような調査結果が整理さ






図 1「都道府県アンケート調査結果 「過剰反応」の現状について」 
                                                   
22 国民生活センター．最近の個人情報相談事例にみる動向と問題点－法へのいわゆる「過
剰反応」を含めて－.（2005 年 11 月 7 日）http://www.kokusen.go.jp/pdf/n-20051107_2.pdf 















                                                   
















































19 年度）」第 3 章の各表をもとに、一部修正した27。 






































































































































2010 年 3 月、消費者庁の「個人情報保護に関するいわゆる「過剰反応」に関する実態調







                                                   












































告された最終報告（平成 24 年７月）において、次の対応が必要とされた。 
 災害時要援護者名簿の作成などについて災害対策法制に位置付けるとともに、個人情
報保護法制との関係も整理すべき 








































































































































3.2.1 Google ストリートビュー 
Google ストリートビューは、2007 年にアメリカで開始された30、Google がインターネッ











これに対し、Google 社の日本法人は、2009 年 5 月、東京、大阪など国内 12 都市のすべ
ての画像を 40 センチ低い位置から撮影し直し、順次映像を切り替えることを発表した。こ
れは、日本の家屋状況などに配慮した独特の対策といわれている32。 
                                                   
30 Google マップ. 「ストリートビューについて」
https://www.google.com/intl/ja/maps/about/behind-the-scenes/streetview/ 
31 Internet Watch. 「Google マップの『ストリートビュー』機能、日本でも開始」（2008





2013 年 9 月、ファッションセンターしまむらの顧客が店員に土下座を要求した事件は、
一時的にインターネット上で炎上し、騒動となった33。日本最大の電子掲示板である 2 ちゃ
んねるのユーザーは、顧客が店員の土下座画像を公開した Twitter を経由して Facebook へ
と辿り着き、一般公開している日常生活の画像を Google ストリートビューの画像と照らし











ョンアプリとして 3 億人以上のユーザーを獲得しているが、自分の電話帳が LINE のサー
バーにアップロードされることや電話帳に登録している相手なら何でも「友だち」して関
連付けられてしまうこともあり、プライバシー保護の観点から見ると多くの問題が存在す
る。2012 年 11 月 26 日のバージョンアップの時、無断で個人の電話帳のデータを吸い上げ
ていた事態も発生した34。 
また、日本のスマートフォンには「おサイフケータイ」という機能が付いている。「おサ




                                                                                                                                                     
32 朝日新聞.「40 センチ低い位置から撮り直し グーグル・ストリートビュー」（2009 年 5
月 13 日）http://www.asahi.com/digital_sp/cloud/TKY200911280242.html 
33 Sankei biz.「しまむらクレーマー、店員に「土下座しろ」 “立って謝罪”が鉄則」（）
2013 年 12 月 21 日）
http://www.sankeibiz.jp/econome/news/131221/ecd1312211800007-n1.htm. 




















(IT 総合戦略本部)が 2013 年 9 月から開催している「パーソナルデータに関する検討会」に
おいて検討が進められてきた。2013 年 12 月 10 日には、「パーソナルデータの利活用に関
する制度見直し方針（案）」が公表され、同年 12 月 20 日、IT 総合戦略本部において、同
見直し方針が決定された37。 
ところで、株式会社日立製作所は、2013 年 7 月 1 日から、交通系 IC カードのビッグデ
































3.2.4 Google プライバシーポリシー改定 












（CNIL：Commission nationale de l'informatique et des liberte）は、現地時間 2013 年 6




ーザーの個人データを公正に処理することなどを求めた39。CNIL は、現地時間 2014 年 1
                                                   
38 Business Journal．「Suica のデータ販売中止騒動、個人特定不可なのになぜ問題？ ビ
ッグデータの難点」（2013 年 8 月 23 日）．http://biz-journal.jp/2013/08/post_2760.html 




月 8 日、米 Google に対し、15 万ユーロの制裁金を課したことを発表した。CNIL が命じた
制裁金としては過去最高額といわれている40。 
 また、英政府機関の情報コミッショナー事務局（Information Commissioner）は、現地
時間 2013 年 7 月 4 日、Google に対してプライバシーポリシーの変更を要請した。ICO は
「Google のプライバシーポリシーでは、英国ユーザーが Google の各種サービスにわたっ
て自身のデータがどのように使用されているか理解するために必要な情報を十分には提供




2012 年 5 月 4 日、武雄市は、2013 年 4 月から市立図書館の運営をレンタルソフト店
「TSUTAYA（ツタヤ）」を運営するカルチュア・コンビニエンス・クラブ（CCC）に委託
する計画を発表した。同市は、発表当初、利用カードを CCC の「T カード」に切り替え、
本を借りた人にレコメンドを提供することを計画していた。 




導入、「代官山 蔦屋書店」のノウハウを活用した品揃えやサービスの導入、T カード、T ポ










って CCC の T カードの規約への同意を条件とすることは、公共サービスを提供する図書館
にはそぐわないという考えもあった42。図書館関係者は「図書館の自由に関する宣言」を尊
                                                   
40 ITpro「仏データ保護当局、Google に 15 万ユーロの制裁金を命令」(2014 年 1 月 9 日) 
http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20140109/528903/ 
41 ITpro.「英データ保護当局、Google にプライバシーポリシーの変更を要請」（2013 年 7
月 8 日）http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20130708/489764/ 
42 図書館問題研究会. 「武雄市の新・図書館構想における個人情報の取り扱いについての











TSUTAYA が使用している T ポイントカードをめぐる個人情報保護は、次のような点で
も問題となった。 
2013 年 4 月から武雄市に TSUTAYA が開業し、2013 年 3 月 29 日には、一般市民に先ん
じて樋渡市長の友人たちが内覧会に招集された。この時点では、既に会員登録の事前登録
が始まっていたため、入手した T ポイントカードの写真を撮って Twitter 上でつぶやく人
が次々と現れた。その際、T ポイントカードの番号（T カード番号）が丸見えになっている













3.4 2 ちゃんねる個人情報の流失 
 2013 年 8 月 26 日、ネット掲示板「2 ちゃんねる」の有料サービス「2 ちゃんねるビュー
ア」の会員情報が流出し、インターネット上で公開されていることが判明した。会員情報
には、メールアドレスやパスワード、クレジットカード情報などが含まれており、カード
                                                   
43 日経ビジネス.「CCC が IT で武雄市図書館を“改造”。3 カ月で 26 万人が利用」（2013





 編集部の調査では、公開されていたのは、クレジットカード情報を含む購入者情報 3 万
2586 件、メールアドレスとパスワードを含む登録者情報 15 万 391 件、メールアドレスと
セッション ID 情報 4 万 1,595 件分などであった。 
 購入者情報は、2011 年 7 月 29 日から 8 月 11 日までに、同サービスをクレジットカード
決済で申し込んだ者の申込時の情報と見られ、氏名、住所、電話番号、メールアドレス、
パスワード、クレジットカード情報などの入力フォームで入力した情報が全て記録されて
いる。流出したカード情報は、カード番号の重複を除くと 2 万 9145 件あり、カード番号と






















                                                   
44 So-net セキュリティ通信.「2 ちゃんねるビューア、不正アクセス受けカード情報を含む
会員情報流出」（2013 年 8 月 27 日）http://security-t.blog.so-net.ne.jp/2013-08-27 
45「世界最先端 IT 国家創造」宣言(案）（概要）
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/dai61/siryou2-1.pdf 





































                                                   
47 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定「パーソナルデータの利活用に関する









































































































































                                                   
49 东方早报.「个人信息泄露重灾区：房产中介网站」（2012 年 3 月 16 日）
http://www.dfdaily.com/html/113/2012/3/16/760937.shtml 


































                                                   
51 Inside Privacy. 「China Releases National Standard for Personal Information 
Collected Over Information Systems; Industry Self-Regulatory Organization 


























 他方、同日である 2013 年 9 月 1 日、「電気通信とインターネット利用者の個人情報保護
に関する規程」が施行された53。主な内容として、保護すべき個人情報の範囲の規定、個人
情報収集と利用の原則、規則、第三者の管理、安全保障制度、監督制度が規定されている。 
この規程は 4 つの特徴を有している。 
1 つ目は、電気通信事業者とインターネットサービス提供者のみを対象にしたものである
という点である。 








 3 つ目は、電気通信管理機構による監督と検査を受けることである。 
                                                   
53 中華人民共和国工業・情報化部.「『电信和互联网用户个人信息保护规定』发布」（2013





は「行政処罰法」により、人民元 1 万以上、3 万以下（2013 年 12 月 8 日時点の為替レー































                                                   






































                                                   





































                                                   















による 2011～2012 年の調査結果によると、2012 年 12 月まで、中国全体のインターネット
利用者は 5.64 億人であった。中国全体のインターネットの普及率は 42.1％、地域差では、
最も多い北京、上海が 70％前後であるのに対し、少ない地域では 30％以下であった。都市






















                                                   






















                                                   










 その後、前記の通り、2013 年 2 月 1 日、中国政府により制定した「情報安全技術－公共
及び商業用情報サービスシステムの個人情報保護に関するガイドライン」が施行された。
同年 8 月 14 日には、中国国務院が、インターネットプロバイダの個人情報の取扱いに関す
る意見を公表した。同年 9 月 1 日、中国の新規固定電話、携帯電話に実名制登録を義務付
けることになり、それに伴い、「電気通信とインターネット利用者の個人情報保護に関する
規定」が施行された。また、同年 10 月 25 日にて、中国は「消費者権利保護法」を修正し、
個人情報保護に関する規定を追加した。 
他方、最近の中国は、国際ルールを意識する形で、個人情報取扱関連の法制定を進める
傾向を見せている。2012 年 12 月 24 日、国営通信社新華社は、中国全国人民代表大会常務
委員会がインターネット情報保護の強化に関する草案を審議することに対して、「中国は国
際ルールに沿って、法律を制定し、国民の電子個人情報を保護する」と報じた60。また、2013
















                                                   
60 新華社. 「中国聚焦:中国拟立法保护网络信息安全」（2012 年 12 月 24 日）
http://news.xinhuanet.com/legal/2012-12/24/c_114141821.htm 




































                                                   
62 ロイター. ソニー<6758.T>、個人情報大量流出前にセキュリティー担当者を多数解雇＝






































                                                   




































                                                   
64 BBC China. 「点评中国：当中国经济只剩下房地产时」（2013 年 9 月 16 日）
http://www.bbc.co.uk/zhongwen/simp/focus_on_china/2013/09/130916_cr_chinaproperty
bubble.shtml 
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